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英
国
の
水
道
事
業
は
、
１

９
８
９
年
に
サ
ッ
チ
ャ
ー
政

権
主
導
で
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
と

ウ

ェ
ー
ル
ズ
で
民
営
化
さ
れ

た
。
中
で
も
英
国
最
大
の
上

下
水
道
企
業
で
あ
る
テ
ム

ズ

・
ウ
ォ
ー
タ
ー
は
、
英
国

人
口
の
約
２５
％
に
あ
た
る
１

５
５
０
万
人
の
顧
客
に
飲
料

水
と
下
水
処
理
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
し
て
い
る
。
年
間
売
上

は
約
２５
億
ポ
ン
ド

（邦
貨
換

算
約
４
９
０
０
億
円
、
２
０

２
４
年
）
に
上
る

一
方
で
、

負
債
総
額
は
１
９
０
億
ポ
ン

ド

（
約
３
兆
７
０
０
０
億

円
）
に
膨
ら
み
、
現
在
、
深

刻
な
経
営
危
機
に
直
面
し
て

い
る
。
民
営
化
の
当
初
は
、

民
営
化
の
成
功
例
と
し
て
称

賛
さ
れ
た
テ
ム
ズ

・
ウ
ォ
ー

タ
ー
社
、
近
年
は
過
去
最
悪

と
も
言
え
る
財
務
内
容
や
ガ

バ
ナ
ン
ス
問
題
に
巻
き
込
ま

れ
て
お
り
、
そ
の
実
態
が
明

ら
か
に
な

っ
て
き
て
い
る
。

１
、
巨
額
の
罰
金
と
不
適
切

な
配
当
金
問
題

テ
ム
ズ

・
ウ

ォ
ー
タ
ー

は
、
上
下
水
道
料
金

の
監

督

・
規
制
を
担
う
独
立
行

政
機
関
で
あ
る
Ｏ
Ｆ
Ｗ
Ａ

Ｔ

（ウ
ォ
ー
タ
ー

・
サ
ー
ビ

ス
規
制
庁
）
よ
り
、
過
去
最

高
の
約
１
億
２
３
０
０
万
ポ

ン
ド

（約
２
４
０
億
円
）
の

罰
金
を
科
せ
ら
れ
た
。
こ
れ

は
、
下
水
処
理
場
の
管
理

・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
不
備
に
よ
る

汚
水
の
河
川

へ
の
垂
れ
流
し

が
原
因
で
、
水
質
環
境
汚
染

を
引
き
起
こ
し

た

た

め

で

あ

る
。さ

ら
に
、
業

績
不
振
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
株

主
に
対
し
不
適
切
な
配
当

金

（１
８
２
０
万
ポ
ン
ド
）

を
支
払
い
、
水
道
業
界
で
は

初
の
配
当
違
反
に
よ
る
罰
金

が
科
せ
ら
れ
た
。
こ
れ
ら

一

連
の
罰
金
は
顧
客

へ
の
転
嫁

（値
上
げ
な
ど
）
は
認
め
ら

れ
ず
、
す
べ
て
同
社
お
よ
び

投
資
家
が
負
担
す
る
こ
と
と

な

っ
て
い
る
。
ま
た
、
今
後

の
現
金
使
用
は
す
べ
て
Ｏ
Ｆ

Ｗ
Ａ
Ｔ
の
事
前
承
認
が
必
要

と
な

っ
た
。

２
、
上
下
水
道

・
民
営
化
後

の
負
債
膨
張
と
危
機
的
経
営

状
態Ｏ
Ｆ
Ｗ
Ａ
Ｔ
は
テ
ム
ズ

・

ウ
ォ
ー
タ
ー
に
対
し
、
２
０

２
９
年
ま
で
に
２３
％
の
料
金

引
き
上
げ
を
認
め
、
そ
の
結

果
、
２
０
２
５
年
３
月
に
は

緊
急
の
３０
億
ポ
ン
ド
の
融
資

を
確
保
し
、　
一
時
的
に
破
産

は
回
避
さ
れ
た
。
し
か
し
、

そ
れ
以
降
の

「上
下
水
道
料

金
の
値
上
げ
」
は
認
め
ら
れ

ず
、
累
積
債
務
は
さ
ら
に
拡

大
し
て
お
り
、
現
時
点
で
は

追
加
融
資
の
目
途
が
立

っ
て

い
な
い
実
情
が
明
ら
か
に

な

っ
て
い
る
。

３
一
買
収
交
渉
の
頓
挫
と
再

建
の
難
航

米
国
の
投
資
フ
ァ
ン
ド
Ｋ

Ｋ
Ｒ
は
、
テ
ム
ズ

・
ウ
ォ
ー

タタ
ー
の
債
務
再
編
お
よ
び
企

業
再
建
を
目
指
し
買
収
交
渉

を
行

っ
た
が
、
Ｏ
Ｆ
Ｗ
Ａ
Ｔ

に
よ
る
巨
額
な
罰
金
と
政
治

的
リ
ス
ク
を
理
由
に
撤
退
。

そ
の
後
、
シ
ル
バ
ー

・
ポ
イ

ン
ト
お
よ
び

エ
リ
オ
ッ
ト

・

マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
が
主
導
す

る
大
国
債
権
団
が
、
１
０
０

億
～
１
３
０
億
米
ド
ル
規
模

の
再
建
案
を
提
示
し
、
Ｏ
Ｆ

Ｗ
Ａ
Ｔ
と
調
整
を
進
め
て
お

り
、
こ
の
提
案
に
は
負
債
削

減
策
や
株
式
資
本
注
入
、
経

営
陣
の
刷
新
が
含
ま
れ
て
い

る
が
、
交
渉
は
難
航
し
て
い

る
。

４
、
国
有
化
の
可
能
性
と
特

別
管
理

へ
の
移
行

英
国
政
府
は
最
悪
の
事
態

に
備
え
、
特
別
管
理
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し
て

一
時
的
に
国
有
化
す
る

可
能
性
を
検
討
し
て
い
る
。

し
か
し
、
英
国
議
会
の
承
認

が
得
ら
れ
る
か
は
不
透
明
。

政
府
は

「国
有
化
は
最
後
の

手
段
」
と
明
言
し
、
ま
ず
は

民
間
に
よ
る
再
建
主
導
を
優

先
し
つ
つ
、
公
的
な
監
視
強

化
の
姿
勢
を
明
ら
か
に
し
て

い
る
。

英
国
の
上
下
水
道
民
営
化

は
、
当
初
は

「民
営
化
の
成

功
例
」
と
し
て
世
界
的
に
評

価
さ
れ
て
き
た
が
、
３０
数
年

を
経
た
現
在
、
そ
の
状
況
は

大
き
く
変
化
し
て
い
る
。
現

在
は
債
権
者
団
体
の
主
導
に

よ
り
再
建
計
画

（Ｃ
Ｅ
Ｏ
や

取
締
役
の
交
代
、
業
界
経
験

者
の
登
用
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

改
革
な
ど
）
が
進
め
ら
れ
て

い
る
。
し
か
し
、
Ｏ
Ｆ
Ｗ
Ａ

Ｔ
が
指
摘
す
る
環
境
改
善

・

水
イ
ン
フ
ラ
の
更
新
に
は
、

約
２
０
０
億
ポ
ン
ド

（約
３

兆
９
０
０
０
億
円
）
の
追
加

投
資
が
必
要
と
さ
れ
、
そ
の

資
金
調
達
の
見
通
し
は
立

っ

て
い
な
い
、
ま
さ
に
後
が
な

い

「背
水
の
陣
」
で
あ
る
。

こ
の
ま
ま
現
状
を
維
持
し

て
い
て
は
、
政
府
や
顧
客
、

環
境
団
体
、
金
融
関
係
者
か

ら
の
信
頼
回
復
は
見
込
め

ず
、
利
害
関
係
者
間
で
の
さ

ら
に
厳
し
い
対
立
が
続
く
こ

と
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。

５
、
英
国
の
上

下
水
道
民
営
化

は
失
敗
か

結

論

と

し

て
、
英
国
の
上

下
水
道
民
営
化

は
、
当
初

の
目
的

で
あ

っ

た

「民
間
資
金
と
ノ
ウ
ハ
ウ

の
活
用
に
よ
る
水
イ
ン
フ
ラ

の
改
善
と
効
率
化
の
達
成
」

に
は
多
く
の
課
題
が
残
さ
れ

て
い
る
。
民
営
化
か
ら
数
年

後
に
は
料
金
の
高
騰
を
招

き
、
環
境
汚
染
を
拡
大
さ

せ
、
さ
ら
に
経
営
不
安
と
い

う
新
た
な
問
題
を
生
み
出
し

て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
現
状

か
ら

「英
国
の
水
道
民
営
化

は
成
功
し
た
」
と
は
言
い
難

い
と
い
う
評
価
が
支
配
的
で

あ
る
。
上
下
水
道
民
営
化
後

の
主
な
問
題
点
と
し
て
は
、

サ
ー
ビ
ス
の
低
下
と
水
道
料

金
の
上
昇
傾
向
が
続
い
て
い

る
。
こ
れ
は
、
老
朽
化
し
た

水
イ
ン
フ
ラ
の
更
新
投
資
費

用
や
環
境
規
制

へ
の
対
応
費

用
が
顧
客
に
転
嫁
さ
れ
た
こ

と
や
、
企
業
の
利
益
追
求
や

配
当
金
の
増
額
な
ど
が
背
景

に
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
特

に
、
高
額
な
役
員
報
酬
と
過

度
な
株
主
配
当
が
英
国
民
の

強
い
不
満
を
招
い
て
お
り
、

今
後
の
再
建
に
は
透
明
性
の

高
い
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
公
的
監

視

の
強
化
が
不
可
欠
で
あ

る
。

６
、
み
や
ぎ
方
式
と
の
対
比

は
み
や
ぎ
方
式
と
は
、
宮
城

県
が
全
国
で
初
め
て
導
入
し

た
包
括
的
な
水
道
事
業
の
コ

ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式

（公
設

民
営
）
で
民
営
化
で
は
な

く
、
所
有
権
は
官

（宮
城
県

企
業
局
）
が
保
有
し
、
運
営

権
だ
け
を
民
間
企
業
に
委
ね

る
仕
組
み
で
あ
る
。
具
体
的

に
は

「み
や
ぎ
型
管
理
運
営

方
式
」
と
し
て
上
場
企
業
で

あ
る
メ
タ
ウ
ォ
ー
タ
ー
社
が

代
表
企
業
で
宮
城
県
と
契
約

し
、
運
営
は
メ
タ
ウ

ォ
ー

タ
ー
や
ヴ

ェ
オ
リ
ア

・
ジ

ェ

ネ
ッ
ツ
な
ど
１０
社
連
合
で
、

契
約
期
間
は
２０
年
間
、
上
下

水
道

・
工
業
用
水
の
９
事
業

が
含
ま
れ
て
い
る
。
２
０
２

１
年
に
県
議
会
に
契
約
案
が

上
程
さ
れ
た
時
に
は
、
自
治

体
の
水
道
局
や
上
下
水
道
業

界
か
ら
、
日
本
で
初
め
て
の

包
括
的
な
水
道
事
業
の
コ
ン

セ
ッ
シ
ョ
ン
と
し
て
注
目
さ

れ
た
が
、
同
時
に
宮
城
県
民

か
ら
以
下
の
点
が
問
題
視
さ

れ
、
反
対
運
動
が
活
発
に
行

わ
れ
た
。

①
営
利
目
的
の
民
間
企
業

に
運
営
を
委
ね
る
こ
と
で
、

将
来
的
に
料
金
が
高
騰
し
、

サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低
下
に
つ

な
が
る
懸
念
、
②
契
約
内
容

や
事
業
計
画
に
関
す
る
情
報

公
開
が
不
十
分
で
あ
り
、
議

サ
ー
ビ
ス
低
下
と
水
道
料
金
の
上
昇

「み
や
ぎ
型
」さ
ら
な
る
議
論
の
重
要
性
も

みやぎ方式によるコスト削減の概要 (県の公表数値)

項 目 削減額 参考事項

20年間の削減予定額 約 337億円 現行体制モデルと比較

・県の削減額

・運営事業者 (民間)

約 50億円

約 287億円

公的部門の効率化

民間の効率的運用



論
が
拙
速
に
進
め
ら
れ
て
お

り
、
特
に
議
会
の
議
決
権
が

及
ば
な
い
運
営
権
契
約
の
内

容
や
民
間
事
業
者
の
経
営
状

況
に
関
す
る
情
報
が
非
公
開

に
な
る
こ
と

へ
の
懸
念
、
③

リ
ス
ク
問
題
、
災
害
時
の
対

応
や
危
機
管
理
体
制
に
つ
い

て
、
民
間
事
業
者
で
は
十
分

な
対
応
が
出
来
な
い
の
で
は

な
い
か
、
④
財
政
健
全
化

へ

の
疑
間
、
宮
城
県
は
老
朽
化

し
た
水
道
施
設
の
更
新
費
用

や
職
員
の
減
少
な
ど
、
水
道

事
業
が
抱
え
る
財
政
的
課
題

の
解
決
策
と
し
て

「み
や
ぎ

方
式
」
を
提
示
し
た
が
、
本

当
に
長
期
的
な
財
政
負
担
の

軽
減
に
つ
な
が
る
の
か
、
む

し
ろ
民
間
企
業
の
利
益
追
求

や
株
主

へ
の
高
額
配
当
な
ど

で
県
民
の
負
担
が
増
え
る
の

で
は
な
い
か
と
疑
間
の
声
も

上
が

っ
た
。

県
議
会
で
村
井
知
事
は

「
県
民
に
不
安
を
与
え
る
こ

と
は

一
切
な
い
」
と
述
べ
、

管
渠
の
整
備

（水
道
管
）
は

県
の
責
任
で
改
築

・
更
新
す

る
、
大
規
模
災
害
時
に
も
県

が
責
任
を
負
う
、
第
三
者
に

よ
る

「経
営
審
査
委
員
会
」

を
設
置
し
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を

行
う
等
と
、
こ
の
方
式
の
導

入
に
強
い
意
欲
を
示
し
、
２

０
２
１
年
７
月
県
議
会
で

「
み
や
ぎ
方
式
」
が
可
決
さ

れ
た
。

令
和
５
年
度
の
削
減
実
績

で
は
、
削
減
予
定
額
７

・
８

億
円
に
対
し
実
績
額
は
９

・

２
億
円
で
あ
り
＋
１

・
４
億

円
の
上
振
れ
で
あ

っ
た
。
こ

の
よ
う
に

「み
や
ぎ
方
式
」

は

一
定
の
コ
ス
ト
削
減
効
果

を
上
げ
て
い
る
が
、
当
然
の

こ
と
な
が
ら
、
民
間
事
業
者

は
要
求
水
準
を
満
た
し
た
運

営

・
更
新
を
確
実
に
実
施
す

る
こ
と
が
前
提
で
あ
り
、
削

減
額
も
毎
年
定

額

で
は
な

く
、
変
動
的
に
発
現
す
る
た

め
に
、
そ
の
持
続
性
や
、
質

の
担
保
、
災
害
対
応
力
な
ど

に
つ
い
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を

強
化
し
、
さ
ら
に
論
議
を
重

ね
る
重
要
性
が
増
す
こ
と
が

予
想
さ
れ
て
い
る
。

最
後
に
英
国
の
上
下
水
道
の
民
営

化
は
、
コ
ス
ト
削
減
と
効
率

化
を
め
ざ
し
た
も
の
の
、
巨

額
の
負
債
や
環
境
汚
染
、
さ

ら
に
不
適
切
な
配
当
で
経
営

破
綻
寸
前
に
陥
り
、
失
敗

と
評
価
さ
れ
て
い
る
。　
一

方
、
宮
城
県
の

「み
や
ぎ
方

式
」
・
官
民
連
携
型
で
、　
一

定
の
コ
ス
ト
削
減
効
果
を
示

し
て
い
る
が
、
人
口
減
少
化

の
日
本
に
お
い
て
料
金
収
入

の
減
収
、
サ
ー
ビ
ス
の
維
持

や
大
型
の
災
害
対
策
な
ど

へ

の
懸
念
が
残
さ
れ
て
い
る
。

事
業
の
透
明
性
と
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
強
化
に
よ
る
信
頼
性
の

向
上
が
不
可
欠
で
あ
り
、
英

国
の
失
敗
か
ら
学
び

つ
つ

「
み
や
ぎ
方
式
」
の
慎
重
な

運
用
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。


